「１０・３１明治乳業本社前大行動」
決議文（案）

乳業界のトップ企業である明治乳業を相手に、「正当な労働組合活動を嫌悪す

る昇給・昇格差別」等の是正を求める明治乳業争議団の闘いは、市川工場に働く３２名の都労委申立てから２２年、そして、９事業所３２名が申立てた「全国事件」からでも、１２年が経過する長期争議となっています。

　長期に及んでいる背景には、労働委員会及び東京地裁での異常な判断に基づく不当命令や判決もありますが、同時に、不当労働行為と差別の「やり得」を決め込み、長期争議の当事者責任を放棄している明治乳業の異常な企業体質があるのです。特に、許しがたいのは、東京高裁が市川工場事件の審理の到達を踏まえて行った「和解勧告」に対しても、明治乳業は、去る１０月１０日「諸般の事情を踏まえて内部検討もしたが、判決しか考えられない」等と拒否し、司法が示した長期争議解決への道理ある道筋すら乱暴に拒否したことです。
　改めていうまでもなく、この事件は極めて典型的な不当労働行為・差別事件です。すなわち、１９６０年代後半より劣悪な労働条件の改善などを求めて、各地の工場で高揚する労働組合活動に危機感を深めた明治乳業は、全国の主要工場に労働組合右傾化をめざす「インフォーマル組織」を結成し、労働者を赤組・白組・雑草組に分類して管理したのです。そして、昇給・昇格や仕事差別を脅しの武器に、労働者個々に「どの集団に属すか」の踏絵を迫り、それに屈しない労働者らに対し、長期に差別・排除・人格否定の異常な管理を続けているのです。
　いま、「食の安全・安心」に対する国民・消費者の不信と怒りが強まっていますが、その背景には、食品企業としてのモラルや社会的責任をないがしろにする、「経済効率最優先」の歪んだ企業活動があるのです。明治乳業でも、汚染脱脂粉乳再利用での「食品衛生法違反」事件や、菌の添加が不正常なヨーグルトの出荷販売事件、つい最近では、「賞味期限表示」等の不鮮明なヨーグルトの大量出荷販売事件など等、不祥事・不正行為が後を絶たない深刻な事態にあります。
　まさに、働く者の人権が守れない企業には、「食の安全・安心」にも責任が持てないということなのです。

　「１０・３１明治乳業本社前大行動」に結集した私達は、明治乳業経営陣に対し、２２年も経過する異常な労働争議の当事者責任を自覚し、東京高裁で重要な節目を迎えている局面での全面解決を、改めて厳しく求めるものです。

　そして、乳業界のトップ企業としての社会的責任を深く受け止め、「食の安全・安心」に対する国民・消費者の信頼回復に向け、健全な企業活動を行う事を重ねて要求するものです。
　以上、決議します。
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